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令和元年度普通交付税及び地方特例交付金決定額等について 
 
Ⅰ 普通交付税 
 

１．普通交付税決定額（全国） 
（単位：億円、％） 

区  分 令和元年度 平成30年度 伸 率 

道 府 県 分  
（９９，６４９） 

８１，７９６  

（１０３，２８８） 

８１，４３５  

（▲３．５） 

＋０．４  

市 町 村 分  
（８５，０２０） 

７０，３０４  

（８７，０５７） 

６９，０４５  

（▲２．３） 

＋１．８  

合 計 
（１８４，６６９） 

１５２，１００  

（１９０，３４５） 

１５０，４８０  

（▲３．０） 

＋１．１  

   ※（ ）は、普通交付税決定額に臨時財政対策債の発行可能額を加えた実質的な地方交付税額 

 

２．本県分  

（１）交付決定額 

県    分     2,115億6,227万5千円 （2,332億2,663万7千円） 

市町村分     1,764億3,930万4千円  （1,926億439万8千円） 
※（ ）は、普通交付税決定額に臨時財政対策債の発行可能額を加えた実質的な地方交付税額 

（２）対前年度比較 

    ア  県分の交付決定額は、前年度に比べ30億8,285万5千円（＋1.5％）の増となった。 

交付決定額に臨時財政対策債の発行可能額を加えた実質的な地方交付税額は、前年度に比べ26億

6,817万9千円（▲1.1％）の減となった。 

    イ  市町村分の交付決定額は、前年度に比べ33億896万8千円（＋1.9％）の増となった。 

       六ヶ所村は平成８年度から引き続き不交付団体となっている。 

実質的な地方交付税額（交付団体ベース）は、前年度に比べ4億8,590万8千円（▲0.3％）の減となった。 

（市町村別の額は別紙１・２のとおり。） 
（単位：千円、％） 

区 分 令和元年度 平成30年度 差引増減 伸 率 

県   分 
（２３３，２２６，６３７） 

２１１，５６２，２７５  

（２３５，８９４，８１６） 

２０８，４７９，４２０  

（▲２，６６８，１７９） 

＋３，０８２，８５５ 

（▲１．１） 

＋１．５ 

市町村分 
（１９２，６０４，３９８） 

１７６，４３９，３０４  

（１９３，０９０，３０６） 

１７３，１３０，３３６  

（▲４８５，９０８） 

＋３，３０８，９６８ 

（▲０．３） 

＋１．９  

合 計 
（４２５，８３１，０３５） 

３８８，００１，５７９  

（４２８，９８５，１２２） 

３８１，６０９，７５６  

（▲３，１５４，０８７） 

＋６，３９１，８２３ 

（▲０．７） 

＋１．７ 

※（ ）は、普通交付税決定額に臨時財政対策債の発行可能額を加えた実質的な地方交付税額 

  



Ⅱ 臨時財政対策債発行可能額 
 

１．臨時財政対策債の概要 

地方財源の不足に対処するため、平成 29 年度から令和元年度の間、地方財政法第５条の特例として発行さ

れるもの（平成 13年度から平成 28年度の間においても同様に発行）。 

なお、その元利償還金については、翌年度以降の基準財政需要額に全額算入される。 

 

２．臨時財政対策債発行可能額の算出方法 

各地方公共団体の財源不足額を基礎として、財政力を考慮し算出している。 

 

３．臨時財政対策債発行可能額（全国） 

                                                                      （単位：億円、％） 

区  分 令和元年度 平成30年度 伸 率 

道  府  県  分 １７，８５３ ２１，８５３ ▲１８．３ 

市  町  村  分 １４，７１５ １８，０１２ ▲１８．３ 

合 計 ３２，５６８ ３９，８６５ ▲１８．３ 

 

４．本県分 

  県   分  216億 6,436万 2千円 

  市町村分  161億 6,509万 4千円（市町村別発行可能額は別紙３のとおり） 

                                                                   （単位：千円、％） 

区 分 令和元年度 平成30年度 差引増減 伸 率 

県        分 ２１，６６４，３６２ ２７，４１５，３９６ ▲５，７５１，０３４ ▲２１．０ 

市  町  村  分 １６，１６５，０９４ １９，９５９，９７０ ▲３，７９４，８７６ ▲１９．０ 

合 計 ３７，８２９，４５６ ４７，３７５，３６６ ▲９，５４５，９１０ ▲２０．１ 

 

  



Ⅲ 地方特例交付金 

 

１． 地方特例交付金の概要 

（１）個人住民税減収補塡特例交付金 

個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に伴う地方公共団体の減収を補塡するため、各地

方公共団体の住宅借入金等特別税額控除見込額を基礎として算定するもの。 

（２）自動車税減収補塡特例交付金及び軽自動車税減収補塡特例交付金 

消費税率引上げに伴う需要の平準化のための自動車税環境性能割及び軽自動車税環境性能割の臨時的

軽減による地方公共団体の減収を補塡するため、自動車税減収補塡特例交付金については各地方公共団

体の自動車税環境性能割減収見込額を、軽自動車税減収補塡特例交付金については各地方公共団体の軽

自動車税環境性能割減収見込額を基礎として算定するもの。 

 

２． 地方特例交付金（全国）                                          （単位：億円、％）                                               

区  分 令和元年度 平成30年度 伸 率 

都道府県分 

うち個人住民税減収補塡特例交付金 

うち自動車税減収補塡特例交付金 

７３４ 

６２０ 

１１４ 

５４９ 

５４９ 

－ 

＋３３．５ 

＋１２．８ 

皆増 

市 町 村 分 

うち個人住民税減収補塡特例交付金 

うち自動車税減収補塡特例交付金 

うち軽自動車税減収補塡特例交付金 

１，２５７ 

１，１２２ 

１１２ 

２３ 

９９５ 

９９５ 

－ 

－ 

＋２６．４ 

＋１２．８ 

皆増 

皆増 

合 計 

  うち個人住民税減収補塡特例交付金 

うち自動車税減収補塡特例交付金 

うち軽自動車税減収補塡特例交付金 

１，９９１ 

１，７４２ 

２２６ 

２３ 

１，５４４ 

１，５４４ 

－ 

－ 

＋２８．９ 

＋１２．８ 

皆増 

皆増 

 

３．本県分 

県   分  ：   6億 3,567万 1千円 

市町村分  ：   9億 1,232万 7千円（市町村別決定額は別紙４のとおり） 

（単位：千円、％）   

区  分 令和元年度 平成30年度 差引増減 伸 率 

県   分 

うち個人住民税減収補塡特例交付金 

うち自動車税減収補塡特例交付金 

６３５，６７１ 

５２６，４７７ 

１０９，１９４ 

４５１，６４０ 

４５１，６４０ 

－ 

＋１８４，０３１ 

＋７４，８３７ 

＋１０９，１９４ 

＋４０．７ 

＋１６．６ 

皆増 

市町村分 

うち個人住民税減収補塡特例交付金 

うち自動車税減収補塡特例交付金 

うち軽自動車税減収補塡特例交付金 

９１２，３２７ 

７８９，７１７ 

８８，０１６ 

３４，５９４ 

６７７，４６２ 

６７７，４６２ 

－ 

－ 

＋２３４，８６５ 

＋１１２，２５５ 

＋８８，０１６ 

＋３４，５９４ 

＋３４．７ 

＋１６．６ 

皆増 

皆増 

合   計 

  うち個人住民税減収補塡特例交付金 

うち自動車税減収補塡特例交付金 

うち軽自動車税減収補塡特例交付金 

１，５４７，９９８ 

１，３１６，１９４ 

１９７，２１０ 

３４，５９４ 

１，１２９，１０２ 

１，１２９，１０２ 

－ 

－ 

＋４１８，８９６ 

＋１８７，０９２ 

＋１９７，２１０ 

＋３４，５９４ 

＋３７．１ 

＋１６．６ 

皆増 

皆増 

  ※上記交付金は、いずれも普通交付税の交付・不交付にかかわらず、全地方公共団体が交付対象となる。 


